
 
 
 
Ⅴ 母子保健行政の体系とあゆみ 

 



１．戦後沖縄県の母子保健行政  

 

 

  戦後、沖縄県の母子保健対策は、琉球政府時代の昭和２６年に保健所法が立法交付

ことによって、妊産婦、乳幼児の保健指導が保健所業務として制度化されたことに始

同じく琉球政府立法第６１号で制定された児童福祉法の公布（昭和２８年）によって

童の健全な出生と育成を図る」見地から妊産婦保健指導の重要性がうたわれ、妊産婦

児を一環とした現在の母子保健行政の原形が確立された。  

 しかし、同法による母子保健対策の実施はかなり遅れ、昭和３５年になって母子健

帳の様式制定がなされ、翌昭和３６年からようやく妊娠を届出た妊婦に対し母子健康

の交付が行われるようになった。そして昭和３７年から保健所に２，５００ｇ以下の

重児が届けられるようになり、未熟児訪問指導の強化が図られた。  

 昭和３９年度厚生局予防課（保健婦係）の所掌事務に母性及び乳幼児の保健指導に

る事項が加わり、昭和４０年度初めて母子保健事業に予算が計上され（当初２，３４

ル）母子保健対策の強化が図られ昭和４１年、三歳児の健康診査が保健所で実施され

うになった。  

 また、昭和４２年未熟児の養育医療給付が制度化、翌昭和４３年度から実施された

初４件の給付）。そして、全国に遅れること４年、昭和４４年に母子保健法が立法公

れ、翌昭和４５年に施行、それまで児童福祉法により規定実施されてきた妊産婦・乳

の保健対策が母子保健法に包含、広く母性と乳幼児を対象に母子の一貫した総合的な

保健対策の推進が図られることになり、母子保健法による事務は予防課が所轄するこ

なった。昭和４６年、母子栄養強化事業による低所得世帯の妊産婦、乳幼児へのミル

無償支給、助産婦による新生児の訪問指導等昭和４７年５月本土復帰と同時に現行の

保健法が適用され、フェニールケトン尿症や神経芽細胞腫検査等の各種検査及び市町

おいては、地域の実情に応じた各種母子保健事業を選択して効果的・効率的に実施す

ととなった。  

 平成６年、地域保健や母子保健対策の枠組みを抜本的に見直した母子保健法の改正

り、平成９年度から全面施行され、健康づくりの基本となる母子保健事業が市町村へ

委譲された。  

 また、平成１２年１１月に国は２１世紀の母子保健のビジョンである「健やか親子２

を公表し、県においても、平成１３年度に「健やか親子おきなわ２０１０」を策定し

 沖縄県のすべての親と子が健やかでたくましく成長することを目指して、保健、医

された

まり、

「児

乳幼

康手

手帳

低体

関す

９ド

るよ

（当

布さ

幼児

母子

とと

クの

母子

村に

るこ

があ

権限

１」

た。

療、

福祉、教育、産業等関係機関と連携しながら地域の特性に即した母子保健施策を推進して

いる。  
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 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣 

20
床
）

 
遺

 

遺
 

 遺
 

 遺
 

 移
 

遺
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19

83
年

(昭
和

58
) 

            1
98

4年
(昭
和

59
) 

       1
98

5年
(昭
和

60
) 

      1
98

6年
(昭
和

61
) 

   1
98

7年
(昭
和

62
) 

            健
全
母
性
育
成
事
業
実
施

 

 神
経
芽
細
胞
腫
検
査
実
施
（

59
.7
）

 
      Ｂ
型
肝
炎
母
子
感
染
防
止
事
業
の
実
施

 に
つ
い
て

 
        母
子
健
康
手
帳
改
正

 
 １
歳
６
か
月
児
健
康
診
査
の
強
化

 

            未
熟
児
・
育
成
医
療
給
付
決
定
が
保
健
所
に
移

 管
（

59
.4
）

 
      神
経
芽
細
胞
腫
検
査
（

60
.1
）

 
 Ｂ
型
肝
炎
母
子
感
染
防
止
事
業
（

60
.1

0）
 

        母
子
健
康
手
帳
改
正

 
 １
歳
６
か
月
児
健
康
診
査
の
強
化

 
 先
天
性
甲
状
腺
機
能
低
下
症
検
査

 
 県
立
那
覇
病
院
へ
委
託
（

4.
1）

 

 日
本
版
デ
ン
バ
ー
式
発
達
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検

 研
修
（
対
象
・
保
健
婦
）

 
  

4月
 
保
健
婦
係
と
母
子
衛
生
係
が
統
合
し
て

 健
指
導
係
に
改
称

 
 第
６
回
パ
ラ
メ
デ
ィ
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
の
た
め
の

 伝
相
談
セ
ミ
ナ
ー
研
修
（

11
4人
）

 
 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣

 日
本
版
デ
ン
バ
ー
式
発
達
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検

 研
修

 
 妊
産
婦
体
操
指
導
者
講
習
会
（

66
人
）

 
   日
本
版
デ
ン
バ
ー
式
発
達
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検

 研
修
（
初
回

50
人
、

2回
目

30
人
）

 
 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣

 妊
産
婦
体
操
指
導
者
講
習
会
（

67
人
）

 
 母
と
子
の
よ
い
歯
の
コ
ン
ク
ー
ル
開
始

 
 育
児
を
考
え
る
母
親
会
議
実
施
（
石
垣
市
）

  思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
研
修
（

2人
）
東
京

 遺
伝
相
談
セ
ミ
ナ
ー
再
教
育
（

28
人
）

 
 日
本
版
デ
ン
バ
ー
式
発
達
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
法

 修
会
（

44
人
）

 
 「
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母
子
保
健
推

 員
研
修
」
母
子
保
健
家
族
計
画
大
会

 
  思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
研
修
（

5人
）
東
京

  九
州
地
区
母
子
保
健
事
業
研
修
会
（

64
2

 日
本
版
デ
ン
バ
ー
式
発
達
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

 （
29
人
）

 
 思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
研
修
（

4人
）
東
京

 宮
古
･
八
重
山
の
子
ど
も
達

(先
島
母
子

査
 

保
 

遺
 

 査
 

査
 

 

  

研
 

進
 

 

人
）

   
一
斉
健
診

) 
 1

5周
年
を
迎
え
て
（
記
念
誌
発
行
 
沖
縄
県
小
児

 
保
健
協
会
編
集
）

 

 



- 89 -

  
19

88
年

(昭
和

63
) 

      1
98

9年
(平
成
元

) 
           1

99
0年

(平
成

2)
 

        1
99

1年
(平
成

3)
 

       

 先
天
性
代
謝
異
常
等
検
査
に
先
天
性
副

 腎
過
形
成
症
検
査
を
追
加
（

64
.1

.1
）

 
                地
域
母
子
保
健
特
別
モ
デ
ル
事
業
の
実

 施
（

7.
31
）

 
 平
成
２
年
度
乳
幼
児
身
体
発
育
調
査

 
 （

10
月
）

 
 三
歳
児
健
康
診
査
一
部
改
正

 
 視
覚
検
査
・
聴
覚
検
査
導
入

 
   市
町
村
母
子
保
健
事
業
整
備
統
合

 
       

 神
経
芽
細
胞
腫
検
査
に
定
量
検
査
導
入

 
 （

64
.1

.1
）

 
 先
天
性
代
謝
異
常
等
検
査
に
先
天
性
副
腎
過
形

 成
症
検
査
を
追
加
（

64
.1

.1
）

 
   沖
縄
県
小
児
慢
性
特
定
疾
患
対
策
協
議
会
発
足

 （
H

1.
8.

4）
 

          平
成
２
年
度
乳
幼
児
身
体
発
育
調
査
（

10
月
）

 （
病
院

4、
保
健
所

5、
22
地
区

13
6人
）

 
       Ａ
Ｔ
Ｌ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
防
止
対
策
懇
話
会
発
足

 （
平
成

3年
3月

7日
）
委
員

14
人

 
 第

25
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会
開
催
（
今
大

 
 会
よ
り
小
児
保
健
協
会
と
の
共
催
と
な
り
、
名

 称
も
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会
と
改
正
さ
れ
る

 
 三
歳
児
健
康
診
査
に
視
聴
覚
検
査
導
入

 
  ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚
炎
実
態
調
査
実
施
 
乳
児
・

 那
覇
保
健
所
か
ら
南
風
原
町
に
新
築
移
転
、
南

 保
健
所
へ
改
称
（

63
.3
）

 
 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣

 思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
研
修
（

4人
）
東
京

    思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
（
コ
ー
ス
Ⅰ
）
沖
縄
県

 開
催
修
了
者

17
6人
（

H
1.

8.
25
～

8.
27
）

 
 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣

       思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
（
コ
ー
ス
Ⅱ
）

 
 沖
縄
県
で
開
催
、
修
了
者

13
7人
（

H
2.

6.
22

 4
）

 
      思
春
期
保
健
セ
ミ
ナ
ー
（
コ
ー
ス
Ⅲ
）
開
催

 修
了
者

67
人

 
 乳
幼
児
医
療
費
助
成
事
業
に
つ
い
て
、
県
議
会

 質
疑
が
出
た

 
 思
春
期
に
お
け
る
保
健
福
祉
・
体
験
学
習
事
業

 読
谷
村
で
初
め
て
実
施
さ
れ
た

 
   母
子
健
康
手
帳
の
交
付
が
市
町
村
に
移
管
さ
れ

 1
99

2年
(平
成

4)
 

 ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚
炎
実
態
調
査

 
 3
歳
児

(那
覇
市

)、
1歳

6か
月
児

(豊
見
城
村

) 

部
 

 
 

で
 

 

～
6.

2 

 

で
 

が
 

た
 

 こ
と
に
伴
い
、

(社
)沖
縄
県
小
児
保
健
協
会
が
母
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19

92
年

(平
成

4)
 

      1
99

3年
(平
成

5)
 

   1
99

4年
(平
成

6)
 

      1
99

5年
(平
成

7)
 

      1
99

6年
(平
成

8)
 

         1
99

7年
(平
成

9)
 

 母
子
保
健
法
一
部
改
正

 
 市
町
村
母
子
保
健
事
業
に
出
産
前
小
児

 保
健
指
導
事
業
が
新
規
事
業
と
し
て
追

 加
さ
れ
る

 
      母
子
保
健
法
の
一
部
改
正
（
平
成

6年
 

 法
律
第

84
号
）
に
よ
り
、
医
療
施
設

 
 の

 
 整
備
や
調
査
研
究
の
推
進
が
追
加
さ
れ

 る
 

  市
町
村
母
子
保
健
事
業
が
子
ど
も
に
や

 さ
し
い
街
づ
く
り
事
業
に
組
み
か
え
ら

 れ
る
。

 
    生
涯
を
通
じ
た
女
性
の
健
康
支
援
事
業

 周
産
期
医
療
対
策
事
業

 
 優
生
保
護
法
の
一
部
改
正
に
よ
り
名
称

 も
「
母
体
保
護
法
」
と
な
る
。

 
 妊
婦
健
康
診
査
に

35
歳
以
上
妊
婦
の

 
 超
音
波
検
査
が
追
加
さ
れ
た

 
 母
子
保
健
強
化
推
進
特
別
事
業

 
 母
子
保
健
法
が
全
面
施
行
さ
れ
る

 
  子
ど
も
の
心
の
健
康
づ
く
り
対
策
事
業

 第
26
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 平
成
４
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 子
保
健
推
進
員
研
修
会

 
 先
天
性
代
謝
異
常
検
査
を
全
項
目
総
合
保
健
協

 会
へ
委
託

 
     ０
歳
児
を
対
象
に
乳
幼
児
医
療
助
成
事
業
を
開

 始
、

46
市
町
村
が
実
施
す
る
。

 
 第

28
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
    乳
幼
児
医
療
費
助
成
事
業
を

53
市
町
村
実
施

 
 第

29
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
     第

30
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
         母
子
保
健
法
の
全
面
施
行

 
 母
子
保
健
医
療
体
制
整
備
検
討
委
員
会
発
足

 
 第

31
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 

 子
健
康
手
帳
を
作
成
し
、
各
市
町
村
が
購
入
す

 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣

     平
成
５
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 保
健
推
進
員
研
修
会

 
  平
成
６
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 子
保
健
推
進
員
研
修
会

 
     市
町
村
母
子
保
健
事
業
移
譲
準
備
委
員
会
を
設

 思
春
期
に
お
け
る
保
健
・
福
祉
保
健
学
習
事
業

 ３
市
１
町
３
村
で
実
施
さ
れ
た
。

 
 平
成
７
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 子
保
健
推
進
員
研
修
会

 
  平
成
８
年
母
子
保
健
家
庭
計
画
全
国
大
会
が
沖

 県
で
開
催
さ
れ
た
。

 
 市
町
村
母
子
保
健
事
業
事
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成

 平
成
８
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 子
保
健
推
進
員
研
修
会

 
       妊
産
婦
、
乳
幼
児
の
保
健
指
導
、
健
康
診
査
、

る
 

 子
 

 置
 

が
 

 縄
 

  新
 

 生
児
の
訪
問
指
導
等
の
実
施
が
市
町
村
に
委
譲
さ

 
れ
た
。
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19

97
年

(平
成

9)
 

      1
99

8年
(平
成

10
）

     1
99

9年
(平
成

11
) 

           2
00

0年
（
平
成

12
）

 児
童
環
境
づ
く
り
基
盤
整
備
事
業

 
 （
子
ど
も
に
や
さ
し
い
街
づ
く
り
事
業

 の
組
み
替
え
）

 
 長
期
療
養
児
へ
の
療
育
指
導
事
業

 
 乳
幼
児
突
然
死
症
候
群
実
態
調
査

 
  母
乳
中
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
関
す
る

 調
査
事
業

 
 病
棟
保
育
士
配
置
促
進
モ
デ
ル
事
業

 
   １
１
月
を
乳
幼
児
突
然
死
症
候
群

 
 (

S
ID

S
)対
策
強
化
月
間
と
定
め
る

 
          児
童
虐
待
防
止
市
町
村
ネ
ッ
ト
ワ
－
ク

  
事
業

 
  
「
健
や
か
親
子
２
１
」
国
民
運
動
計

 
  
策
定

 
  
休
日
健
診
・
相
談
等
事
業

 
  
新
生
児
聴
覚
検
査
事
業

 

 沖
縄
県
母
子
保
健
医
療
実
態
調
査

 
      沖
縄
県
周
産
期
保
健
医
療
協
議
会
発
足

 
 第

32
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 母
乳
中
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
調
査
実
施
（
調
査

 地
区
那
覇
市
・
南
風
原
町
）

 
  第

33
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 母
乳
中
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
調
査
（
調
査
人
員

 １
５
人
）

 
 乳
幼
児
医
療
費
助
成
事
業
の
年
齢
制
限
を
１
歳

 か
ら
３
歳
未
満
児
に
引
き
上
げ
る

(1
1.

10
.1

) 
 厚
生
省
技
術
援
助
母
子
一
斉
健
診
終
了

 
 乳
幼
児
突
然
死
症
候
群

(S
ID

S
）
の
普
及
啓
発

 
     第

34
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 平
成

12
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び

 
 母
子
保
健
推
進
員
研
修
会

 
 平
成
１
２
年
度
乳
幼
児
身
体
発
育
調
査

 
 調
査
対
象
（
病
院
６
、
保
健
所
７
、
１
８
地
区

  
２
６
１
人
）

 

 平
成
９
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 子
保
健
推
進
員
研
修
会

 
     平
成

10
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 保
健
推
進
員
研
修
会

 
     

4月
健
康
増
進
課
に
改
称

 
 遺
伝
相
談
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
師
）
研
修
派
遣

 母
子
保
健
強
化
推
進
特
別
事
業
と
し
て
八
重
山

 健
所
で
「
母
子
保
健
シ
ス
テ
ム
構
築
、
基
盤
整

 強
化
事
業
」
中
央
保
健
所
で
「
未
熟
児
健
全
発

 支
援
事
業
」
多
良
間
村
で
「
母
子
保
健
ネ
ッ
ト

 －
ク
づ
く
り
事
業
」
本
庁
予
防
課
で
「
周
産
期

 療
検
討
事
業
」
等
が
実
施
さ
れ
た

 
 平
成

11
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 保
健
推
進
員
研
修
会

 
  低
出
生
体
重
児
等
出
生
要
因
調
査

 
 沖
縄
県
に
お
け
る
周
産
期
保
健
医
療
体
制
の
在

 方
に
つ
い
て
、
沖
縄
県
周
産
期
保
健
医
療
協
議

 か
ら
知
事
へ
提
言
さ
れ
る

 
 母
子
保
健
強
化
推
進
特
別
事
業
と
し
て
、
北
部

 健
所
が
「
ゆ
っ
た
り
ゆ
と
り
の
ふ
れ
あ
い
育
児

 援
事
業
」
実
施

 
 母
子
保
健
強
化
推
進
特
別
事
業
と
し
て
、
本
庁

 び
石
川
保
健
所
で
「
子
ど
も
の
事
故
防
止
事
業

 施
」
「
多
面
的
な
子
ど
も
の
事
故
調
査
報
告
書

 作
成

 

 子
 

 保
 

備
 

育
 

ワ
 

医
 

子
 

り
 

会
 

保
 

支
 

及
 

実
 

」
 

 竹
富
町
が
「
ぱ
い
ぬ
島
ゆ
い
サ
－
ク
ル
育
成
事
業
」

 
実
施
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20

01
年
（
平
成

13
）

    2
00

2年
（
平
成

14
）

      2
00

3年
（
平
成

15
）

     2
00

4年
（
平
成

16
）

       2
00

5年
（
平
成

17
）

 先
天
性
代
謝
異
常
検
査
の
一
般
財
源
化

 乳
幼
児
健
診
に
お
け
る
育
児
支
援
強
化

 事
業

 
  遺
伝
相
談
モ
デ
ル
事
業
の
廃
止

 
      食
育
等
推
進
事
業

 
 育
児
等
健
康
支
援
事
業
要
綱
改
正

 
    特
定
不
妊
治
療
費
助
成
事
業

 
       小
児
慢
性
特
定
疾
患
児
日
常
生
活
用
具

 給
付
事
業

 
 マ
タ
ニ
テ
ィ
ー
マ
ー
ク
を
と
お
し
た

 
 「
妊
産
婦
に
や
さ
し
い
環
境
づ
く
り
」

 の
推
進

 

 第
35
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 「
健
や
か
親
子
お
き
な
わ
２
０
１
０
」
策
定

 
   第

36
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 「
健
や
か
親
子
お
き
な
わ
２
０
１
０
」
推
進
協

 議
会
・
推
進
専
門
部
会
設
置

 
 中
部
病
院
を
総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー

 に
指
定

 
  第

37
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 不
妊
専
門
相
談
セ
ン
タ
ー
開
設
準
備

 
 沖
縄
県
母
子
保
健
推
進
員
連
絡
協
議
会
準
備
委

 員
会
発
足

 
  第

38
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 周
産
期
医
療
協
議
会
開
催

 
 不
妊
専
門
相
談
セ
ン
タ
ー
の
開
設

 
 沖
縄
県
母
子
保
健
推
進
員
連
絡
協
議
会
発
足

 
    第

39
回
沖
縄
県
母
子
保
健
大
会

 
 「
健
や
か
親
子
お
き
な
わ
２
０
１
０
」
推
進
協

 議
会
・
専
門
部
会
開
催
（
中
間
評
価
の
実
施
）

 特
定
不
妊
治
療
費
助
成
事
業
開
始

 
 マ
タ
ニ
テ
ィ
ー
マ
ー
ク
を
と
お
し
た
「
妊
産
婦

 に
や
さ
し
い
環
境
づ
く
り
」
の
推
進

 

          平
成

15
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 保
健
推
進
員
研
修
会

 
    平
成

16
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 保
健
推
進
員
研
修
会

 
 沖
縄
県
母
子
保
健
推
進
員
連
絡
協
議
会
設
立
総

 母
子
保
健
強
化
推
進
特
別
事
業
に
お
い
て
「
若

 妊
婦
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
作
成

 
   平
成

17
年
度
市
町
村
母
子
保
健
担
当
者
及
び
母

 保
健
推
進
員
研
修
会

 
 母
子
保
健
強
化
推
進
特
別
事
業
に
お
い
て
「
児

 虐
待
予
防
に
視
点
を
お
い
た
乳
幼
児
健
康
診
査

 ニ
ュ
ア
ル
」
作
成

 

子
 

子
 

会
 

年
 

子
 

童
 

マ
 

 

 



３．国における母子保健対策の体系と概要

区分

健
康
診
査
等

　　○妊産婦健康診査 　　　○乳幼児健康診査 　　②１歳６ヶ月児健康 　　③３歳児健康診査

　　　（35歳以上の 　　　　診査

　　　　超音波検査）

　　　　　　　　　①新生児聴覚検査

　　　　　　○先天性代謝異常検査、クレチン症検査

　　○B型肝炎母子感染防止事業

保
　
健
　
指
　
導
　
等

　　○保健婦等による訪問指導等

　　⑦思春期保健相談等事業 　　○妊娠の届出及び母子健康手帳の交付

　　　・思春期クリニック等

　　　・遺伝相談

　　○母子保健相談指導事業

　　　（婚前学級）(新婚学級） 　　　（両親学級） 　（育児学級）

　　⑤育児等健康支援事業（※2）

　　　・母子保健地域活動事業 ・休日健診・相談事業

　　　・健全母性育成事業 ・乳幼児の育成指導事業

　　　・ふれあい食体験事業 　　・母子栄養管理事業

　　・出産前小児保健指導（プレネイタルビジット）事業

　　　　　・出産前後ケア事業

　　・児童虐待防止市町村ネットワーク

　　・虐待・いじめ対策事業

　　　・乳幼児健診における育児支援強化事業

　　⑥食育等推進事業（※2）

　　④生涯を通じた女性の健康支援事業（※1）

　　　（一般健康相談・不妊専門相談センター）

　　⑧休日相談支援等事業

　　　・共働き家庭子育て

　　　　休日相談事業

　　　・海外在留邦人母子

　　　　保健情報提供事業

療
育
援
護
等

　　　⑨未熟児養育医療

　　　　⑭特定不妊治療費助成事業（※1）

　　○妊娠中毒症等の療養援護

　　⑩小児慢性特定疾患治療研究事業

　　⑪小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

　　⑫結核児童に対する療育の給付

　　⑬療育指導事業（※1）

　　○子ども家庭総合研究（厚生労働科学研究費）

医
療
対
策
等

　　　　　　⑲母子医療施設整備事業（小児医療施設・周産期医療施設の整備）

　　　　　　⑯総合周産期母子医療センター運営事業（※1）

　　　　　　⑰周産期医療ネットワーク（対策費）（運営協議会、システム整備等）（※1）

　　　　　　⑮4母子保健強化推進特別事業（※1）

　　　⑱乳幼児健康支援一時預かり事業（※2）

資料：わが国の母子保健－平成18年－

（①～⑲の詳細は「母子保健関係国庫補助事業の概要」参照）

思春期 結婚 妊娠 出産 １歳 ２歳 ３歳
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対象人員等
予算額
（百万円）

対象人員等
予算額
（千円）

聴覚障害の早期
発見を図るため
試行的に新生児
に対して聴覚障
害検査を行う。

都道府県
指定都市

（聴覚障害）
平成１２年度

※1 － － （１／３） －

H16'

H17'

神経芽細胞
腫検査、精度
管理費を廃止
統合補助金
化

身体の発育、精
神発達等の標識
が容易に得られ
る時点での健康
診査
　（一般、精密、
歯科健康診査）

市町村 昭和５２年度

一般健診

－
－ － －

法第１２条
第1項第1号

－

S62'

Ｈ9'

H17'

精密健康診
査

　
税源移譲

身体発育、精神
発達の面から最
も重要な時期で
の総合的な健康
診査
（一般、精密、歯
科健康診査、視
聴覚検査）

市町村 昭和３６年度

一般健診

－
－ － －

法第１２条2
第1項第2号

ー

S38'

H2'

H9'

H17'

精密健康診
査

視聴覚検査

実施主体

税源移譲
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国・Ｈ18年度（Ｈ17）

（注）　「根拠法令」欄中「法」は母子健康法、「児」は児童福祉法

根拠法令
（補助率）

県・Ｈ18年度（Ｈ17）

４．母子保健関係国庫補助事業の概要

備　考

３歳児健康
診査（市町
村）

　　　　平成18年度は予算額・（　）内は平成17年度予算である

事　業　内　容 実施主体
所　得
制限等

創設年度
区
分

事業名
(実施者等)

新生児聴覚
検査事業

健
　
　
　
　
　
康
　
　
　
　
　
診
　
　
　
　
　
査

１歳６か月児
健康診査
　（市町村）

※1　　母子健康医療対策等総合支援事業（3,623百万円）に一括計上

補助金→負担金

都道府県→負担金



対象人員等
予算額
（百万円）

対象人員等
予算額
（千円）

国・Ｈ18年度（Ｈ17）
根拠法令
（補助率）

県・Ｈ18年度（Ｈ17）

４．母子保健関係国庫補助事業の概要

備　考事　業　内　容 実施主体
所　得
制限等

創設年度
区
分

事業名
(実施者等)

不妊専門相談セ
ンターにおける専
門相談や女性の
生涯を通じた健
康管理のための
健康教育・相談
事業を実施

都道府県
指定都市
中核市

平成８年度 － ※1
(698)
495

(6,543)
6,093

1／2 － Ｈ17'
統合補助金
化

１　地域活動事業
２　母子栄養管理
  　事業
３　乳幼児の育成
  　指導事業
４　出産前小児保
  　健指導事業
５　出産前後ケア
　　事業
６　健全母性育成
　　事業
７　休日健診・相
　　談等事業
８　ふれあい食体
　　験事業
９　児童虐待防止
　　市町村ネット
　　ワーク事業
１０虐待・いじめ
　　対策事業
１１乳幼児健診に
　　おける育児支
　　援強化事業

市町村 平成７年度 － ※2 － － － ー

H15'

H17'

子どもの心の
健康づくり対
事業を統合

次世代育成
支援対策交
付金に移行

子どもの栄養状
況の悪化、10代
の人工妊娠中絶
の増加、お産は
苦しいものという
イメージの固定化
などの課題に対
応した知識の普
及を図る

市町村 平成１５年度
（２５カ所）
－

（38）
※2

－ － － ー

Ｈ17' 次世代育成
支援対策交
付金に移行

遺伝問題・思春
期問題を含めた
家族計画につい
て、医学的専門
的に対応する体
制を確立するた
めの相談担当者
の研修並びに家
族計画特別相談
クリニック、思春
期クリニックの開
催。

団体
（日本家
族計画協
会）

平成５２年度 －
（40）
40

－ －
定額

（10/10相当）
ー

共働き家庭が利
用しやすい休日
に、育児相談や
情報提供をデ
パート等人々が
集まりやすいとこ
ろにおいて行うと
ともに海外在留
邦人に対する母
子保健情報の提
供等を行う。

団体
（母子衛
生研究
会）

平成６年度 －
（191）
191

－ －
定額

（10/10相当）
ー

Ｈ16' 共働き家庭子
育て休日相
談事業と海外
在留邦人母
子保健情報
提供事業を統
合

生涯を通じた
女性の健康
支援事業

（注）　「根拠法令」欄中「法」は母子健康法、「児」は児童福祉法

※1　　母子健康医療対策等総合支援事業（3,623百万円）に一括計上
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※2　　次世代育成支援対策交付金（34,568百万円）に一括計上

休日相談支
援等事業

保
　
　
　
　
　
健
　
　
　
　
　
指
　
　
　
　
　
導
　
　
　
　
　
等

育児等健康
支援事業

食育等推進
事業

思春期保健
相談等事業

　　　　平成18年度は予算額・（　）内は平成17年度予算である



対象人員等
予算額
（百万円）

対象人員等
予算額
（千円）

国・Ｈ18年度（Ｈ17）
根拠法令
（補助率）

県・Ｈ18年度（Ｈ17）

４．母子保健関係国庫補助事業の概要

備　考事　業　内　容 実施主体
所　得
制限等

創設年度
区
分

事業名
(実施者等)

身体の発育が未
熟のまま出生し
た未熟児に対す
る医療の給付。

都道府県
政令市

昭和３３年度 －
（2,589）
2,734

－
(98,064)
93,887

法第２０条
（１／２）

徴収

小児がん等小児
慢性特定疾患に
り患している児童
に対し、治療の普
及促進を図り、併
せて患者家庭の
医療費の負担軽
減。

都道府県
指定都市
中核市

昭和４９年度 －
(12,702）
12,702

(1,727件)
1,907件

(453,495)
459,131

児第２１条
の９の２
（１／２）

微収

日常生活を営む
のに著しく支障の
ある在宅の小児
慢性特定疾患児
に対し、必要な日
常生活用具を給
付する。

市町村 平成１６年度 －
（64）
64

－
(－)
753

（１／２） －

長期の入院治療
を要する結核児
童に対し、医療の
給付に併せて学
習品、日用品の
支給。

都道府県
指定都市
中核市

昭和３４年度 －
（12）
13

－ －
児第２１条９
（１／２）

徴収

長期療養児の適
切な療育を確保
するため、医師等
による保健所窓
口での相談指
導、在宅の児童
に対する巡回指
導及び養育者に
対する相談等を
行い、日常生活
における健康の
保持増進を図る。

都道府県
指定都市

平成９年度 － ※1 6か所
(926)
902

児第１９条
第２項
（１／３）

ー

H16'

H17'

小児慢性特
定疾患児ピア
カウンセリン
グ事業を追加
（H17年4月施
行）

統合補助金
化

不妊治療の経済
的負担の軽減を
図るため、医療
保険が適用され
ない配偶者間の
不妊治療に要す
る費用の一部を
助成

都道府県
指定都市
中核市

平成１６年度 － ※1
(193人)
350人

(36,258)
30,554

（１／2）
650万
円
未満

H17'
*
統合補助金
化
沖縄県では
H17年6月に
事業実施
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平成17年4月施行

（注）　１．「根拠法令」欄中「法」は母子健康法、「児」は児童福祉法

療
　
　
　
　
　
養
　
　
　
　
　
援
　
　
　
　
　
護
　
　
　
　
　
等

特定不妊治
療助成事業

未熟児養育
医療

小児慢性特
定疾患治療
研究事業

結核児童療
育事業

小児慢性特
定疾患児日
常生活用具
給付事業

療育指導事
業

　　　　2．徴収：徴収き基準表に基づく自己負担制度有り

※1　　母子健康医療対策等総合支援事業（3,623百万円）に一括計上

※2　　次世代育成支援対策交付金（34,568百万円）に一括計上

　　　　平成18年度は予算額・（　）内は平成17年度予算である



対象人員等
予算額
（百万円）

対象人員等
予算額
（千円）

国・Ｈ18年度（Ｈ17）
根拠法令
（補助率）

県・Ｈ18年度（Ｈ17）

４．母子保健関係国庫補助事業の概要

備　考事　業　内　容 実施主体
所　得
制限等

創設年度
区
分

事業名
(実施者等)

母子保健施策の
充実強化を図る
ため、地域の実
情に応じた母子
保健事業を行う。

都道府県 平成８年度 － ※1 －
(4,786)
3,736

定額
（10/10相当）

－

H17' 統合補助金
化

総合周産期母子
医療センターの
運営に必要な経
費を補助

都道府県
その他厚
生労働大
臣が認め
る者

平成８年度 － ※1 －
(34,753)
69,506

（１／３） －

H17' 統合補助金
化

都道府県におい
て妊産婦及び新
生児に対応する
周産期医療シス
テムの整備等を
行う

都道府県 平成８年度 － ※1 －
(757)
765

（１／３） －

H17' 統合補助金
化

保育所に通所中
の児童等で、集
団保育が困難な
病後児を対象
に、保護者が育
児できない期間、
病院・保育所の
敷設スペース等
で一時預かり等
を行う

市町村 平成６年度 － ※2 － －
児第２１条
の２７

－

H17' 次世代育成
支援対策交
付金い移行

小児医療
施設

小児疾患の診
断、治療を行う病
院として、ＮＩＣＵ
（新生児集中治
療管理室）の整
備を含む小児医
療施設の施設・
設備整備事業

昭和５４年度

周産期
医療施設

出産前後の母体
及び胎児、新生
児の一貫した管
理を行う母体・胎
児集中治療管理
室の施設・設備
整備及びドクター
カーの整備事業

昭和５９年度
平成３年度
（ドクター
カー）

- 97 -

母子保健強
化推進特別
事業

総合周産期
母子医療セ
ンター運営事
業

周産期医療
対策事業

－

資料：わが国の母子保健－平成18年－

　
　
医
　
　
　
　
療
　
　
　
　
対
　
　
　
　
策
　
　
　
　
等

H14'

H15'
－ （１／３）

母
子
医
療
施
設
等
整
備
事
業
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小児総合病
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積を拡大

※2　　次世代育成支援対策交付金（34,568百万円）に一括計上

（注）　「根拠法令」欄中「法」は母子健康法、「児」は児童福祉法

※1　　母子健康医療対策等総合支援事業（3,623百万円）に一括計上

（1,128）
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　　113

　　　　平成18年度は予算額・（　）内は平成17年度予算である
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５．沖縄県における母子保健関係制度一覧 
 

 
 

  
制  度 

 
制 度 の あ ら ま し 

 
相談窓口

 
 
 
 

 
 
妊 娠 の 届 出 

 
妊娠したら、速やかに市町村長に妊娠の届け出を行い、必要な保健指
導や健康診査を受けるよう努めて下さい。 

 
市町村 

 
母子健康手帳の 
交付 

 
妊娠の届出をした者に対して市町村長から母子健康手帳が交付され
妊娠･出産及び育児に関する母と子の健康記録として活用できます。 

 
市町村 

 
妊婦健康診査 
  
 
         

 
母子健康手帳にある妊婦健康診査受診票を使うと、妊娠前期及び後期
にそれぞれ１回ずつ、医療機関で公費による健康診査が受けることが
でき、出産予定日において３５歳以上である妊婦は、妊娠後期に１回
超音波検査が公費で受けることができます。 

 
市町村 
医療機関 
 

 
B型肝炎母子感染防
止対策 

 
B型肝炎の母子感染を防止するために、公費でHBｓ抗原検査が受けら
れます。この結果が陽性の場合は、さらに健康保険適用で検査や生ま
れた新生児の処置が認められます。 

 
市町村 
医療機関 

 
妊婦HIV抗体検査 

 
妊婦がＨＩＶに感染している場合、母子感染を起こすおそれがあり、
早期発見と赤ちゃんへの感染防止を図ることを目的に、妊婦一般健康
診査の際に、希望する妊婦に対してＨＩＶ抗体検査に要する費用の一
部が補助されます。 

 
県健康増
医療機関

進課 
 

 
妊産婦の保健指導 

 
妊産婦に対して、妊娠・出産・育児に関する保健指導を行います。 

 
市町村 
医療機関 

 
妊娠高血圧症候群 
療養援護費 

 
妊娠高血圧症候群で７日以上入院した妊産婦に対し、その療養に要す
る費用の一部を所得に応じて支給します。 

 
保健所 

 
入院・助産の制度 

 
医療上、必要があるにもかかわらず、経済的理由で入院分娩ができな
い場合には、その世帯の所得に応じて、入院分娩に要する費用の一部
又は全部を公費で負担します。 

 
福祉保健
市福祉事

所 
務所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
妊
 
  
 
 
娠
 
 
 
 
し
 
 
 
 
た
 
 
 
 
ら 

 
働く女性のための健
康管理 

 
１）保健指導や健康診査を受けるために必要な時間の確保。 
    ・妊娠２３週までは４週間に１回 
    ・妊娠２４週から３５週までは２週間に１回 
    ・妊娠３６週以後出産までは１週間に１回 
２）保健指導事項を守るための措置 
    ①妊娠中の通勤緩和、②妊娠中の休憩、③妊娠中または出産後 
 の症状等に対応する措置 
３）母性健康管理指導事項カードの利用 
４）産前・産後休業 
  ・産前６週間、多胎妊娠の場合は１４週   
  ・産後８週間（医師が支障ないと認めた場合は６週間） 
５）妊婦の軽易業務転換   
６）妊婦の有害危険業務の就業制限 
７）妊婦の時間外労働・休日労働・深夜業の制限 
８）育児時間（生後１年に達しない生児を育てる女子で、１日２回 
 おのおの少なくとも３０分） 

 
市町村 
医療機関 
厚生労働
労働局雇
室 

省沖縄
用均等

 
  

〈男女雇用機会均等法の改正〉 
妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止 

厚生労働
労働局雇
室 

省沖縄
用均等
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制  度 

 
制 度 の あ ら ま し 

 
相談窓口 

 
出生届 

 
出生届は１４日以内に行いましょう。 

 
市町村 

 
低体重児の届出 

 
2500㌘未満の赤ちゃんが産まれたら母子健康手帳に折り込まれてい
る低体重児出生届を速やかに管轄保健所へ届けましょう。 

 
保健所 

 
未熟児養育医療 
 

 
2000㌘以下の赤ちゃん、または、身体機能が未熟なため入院を必要と
する未熟児に対して、指定医療機関における医療費を公費で負担しま
す。なお、所得に応じて自己負担金があります。 

 
保健所 
 

 
先天性代謝異常等 
検査 

 
フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常や先天性甲状腺機能低下
症等の異常を早期発見・早期治療することにより、心身障害の発生を
防止します。（検査料は公費負担、採血料は自己負担） 

 
医療機関 
保健所 

 
新生児、未熟児 
訪問指導 

 
生後２８日以内の赤ちゃんまたは、育児上必要な赤ちゃんは、保健師
または助産師による訪問指導が受けられます。 
     ・妊産婦・新生児訪問（市町村） ・未熟児訪問（保健所） 

 
市町村 
保健所 

 
乳幼児医療費助成 
事業 

 
５歳未満児の入院及び３歳未満児の入院・外来における医療費等につ
いて、健康保険等の規定による自己負担金を当該市町村へ申請するこ
とにより費用の払い戻しを受けることができます。 
なお、１０月から対象年齢について、通院は３歳児まで、入院を就学
前までひきあげる予定です。 

 
市町村 

 
乳幼児の保健指導 

 
乳幼児の保護者に対して育児に関する保健指導を行います。 

 
市町村･医療機関

 
乳児健康診査 

 
乳児期は発育・発達の大切な時期であり、少なくとも生後３～６か月
に１回、９～１０か月に１回の健康診査により心身の異常の早期発見
や適切な指導を行います。 

 
市町村 

 
１歳６か月児 
健康診査 

 
満１歳６か月を超え、満２歳に達しない幼児に対し健康診査を行い運
動機能、視聴覚等の障害、精神発達の遅滞等障害を早期に発見し、適
切な指導を行い、幼児の健康の保持及び増進を図ります。 

 
市町村 

 
３歳児健康診査 
 

 
満３歳を超え、４歳に達しない幼児に対し健康診査を行い視覚・聴覚
・運動・発達等の心身障害、その他疾病及び異常を早期に発見し、適
切な指導を行い、幼児の健康保持増進を図ります。 

 
市町村 

 
う蝕予防事業 
（フッ化物塗布） 

 
むし歯の多発しやすい幼児に対して、歯にフッ化物塗布し、乳幼児の
健全育成と歯科保健の向上を図ります。 

 
保健所 
市町村 

 
小児慢性特定疾患 
治療研究事業 
 
 
 
 
 

 
１８歳未満の患児に対し、以下の疾患について医療費を公費で負担し
ます。（保護者の所得により、一部自己負担が出る場合がある） １
８歳到達後も、改善の傾向が見られない場合は２０歳未満までとしま
す。 
① 悪性新生物、②慢性腎疾患、③慢性呼吸器疾患、      
④慢性心疾患（内科的治療のみ）、⑤内分泌疾患、⑥膠原病、  
⑦糖尿病、⑧先天性代謝異常、⑨血友病等血液・免疫疾患 

   ⑩神経・筋疾患、⑪慢性消化器疾患 

 
保健所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
赤 
 
 
ち 
 
ゃ 
 
 
ん 
 
 
が 
 
 
産 
 
 
ま 
 
 
れ 
 
 
た 
 
 
ら 

 
自立支援医療 
（育成医療） 

 
比較的短期間に治療見込みがあり、確実な治療効果が期待できる見込
みがある身体に障害のある１８歳未満の児童に対して、指定医療機関
における医療費を公費で負担します。なお、所得に応じて一部自己負
担金があります。 
   障害区分：①肢体不自由、②視覚障害、③聴覚・平衡機能障害 
   ④音声・言語・そしゃく機能障害、⑤内臓障害（心臓、腎臓、  
呼吸器、ぼうこう、直腸及び小腸機能障害以外の内臓障害は先 

  天性のものに限る） 

 
保健所 
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母子保健法・・・・・・・・・・・・・母子保健全般

助産施設

児童福祉施設

乳児院

児童福祉法・・・・・・・
療育の給付

療育指導

児童福祉施設への入所措置

障害者自立支援法・・・・・ 育成医療、補装具の交付

障害者基本法・・・・・・・・・・・・障害者の自立と社会参加の促進

生活保護法・・・・・・・・・・・・・出産扶助

健康保険法、国民健康保険法等・・・・分娩費（助産費）、出産育児一時金の支給

児童手当法・・・・・・・・・・・・・児童手当の支給

地域保健法・・・・・・・・・・・・・母子保健についての保健所・市町村の業務

戸　籍　法・・・・・・・・・・・・・婚姻届、出生届

死産の届け出に関する規定・・・・・・死産

不妊手術

母体保護法・・・・・・・・・・・・ 人工妊娠中絶

受胎調節実地指導員

刑　　　　法・・・・・・・・・・・・堕胎ノ罪

産前産後の休業

育児時間
労働基準法・・・・・・・・・・・・

生理休暇

妊産婦に係る危険有害業務の就業制限

育児休業の取得

就業しつつ子を養育することを容易にする措置

妊娠中及び出産後の健康管理に関する配慮及び措置

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止

医　療　法・・・・・・・・・・・・・病院、診療所、助産所

予防接種法・・・・・・・・・・・・・乳幼児の予防接種

栄養改善法・・・・・・・・・・・・・特別用途食品、集団給食、栄養表示基準

結核予防法・・・・・・・・・・・・・結核健康診断、予防接種、結核り患児の医療

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律　・精神障害者の医療、社会復帰

学校保健法・・・・・・・・・・・・・就学時及び定期健康診断

６．母子保健関係法規と制度の関連

男女雇用機会均等法・・・・・・・・

育児・介護休業法・・・・・・・・・
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妊産婦さんへ優しさのご協力をお願いしま
 

す 




